
【男女雇用機会均等法（抄）】

（求職活動等における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置等）
第13条 事業主は、求職者その他これに類する者として厚生労働省令で定めるもの（以下この項及び次項並

びに次条において「求職者等」という。）によるその求職活動その他求職者等の職業の選択に資する活動
（以下この項及び同条第一項において「求職活動等」という。）において行われる当該事業主が雇用する
労働者による性的な言動により当該求職者等の求職活動等が阻害されることのないよう、当該求職者等か
らの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければ
ならない。

２ 事業主は、労働者が事業主による求職者等からの前項の相談への対応に協力した際に事実を述べたこと
を理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

求職者等に対するセクシュアルハラスメントは、「求職活動等」において行われる、「求職者等」に対す

る、「労働者」（＊１）からの「性的な言動」（＊２）により「求職活動等」が阻害されることです。

＊１「労働者」については、Ｐ２参照 ＊２「性的な言動」については、P10参照

１．求職者等に対するセクシュアルハラスメントとは

Ⅳ 求職者等に対するセクシュアルハラスメント

令和７年に改正された男女雇用機会均等法において、求職者等に対するセクシュアルハラス

メントについて、事業主に防止措置を講じることを義務付けています。併せて、事業主が行う

求職者等からの相談への対応に協力したことを理由とする労働者に対する不利益取扱いも禁止

されています。

求職者等が行う求職活動や職業の選択に資する活動を指します。

「求職活動等」とは

なお、ＳＮＳ等のオンラインを介したものやオンライン上で行われるものも含まれます。
また、事業主が雇用する労働者が通常就業している場所で行われるものに限りません。

● 求職活動等の例

・ 企業の採用面接への参加
・ 企業の就職説明会への参加
・ 企業の雇用する労働者への訪問

・ インターンシップへの参加
・ 教育実習、看護実習等の実習の受講

求職者（企業の求人に応募する者）に加え、求職者以外の者であって、
・ 事業主の実施する労働者の採用に資する活動に参加する者や、
・ 教育実習、看護実習その他の実習を受ける者
を指します。

「求職者等」とは

令和8年10月１日施行

※令和７年の労働施策総合推進法等一部改正法による改正後のもの。

なお、授業の一環としての社会科見学や企業を招いた講演会等の専ら教育を目的として行われるものに参
加する者は含まれません。
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求職活動等において行われる求職者等の意に反する性的な言動により求職者等の求職活動等が阻害さ
れ、能力の発揮に重大な悪影響が生じる等当該求職者等が求職活動等を行う上で看過できない程度の支
障が生じることです。

２．求職者等に対するセクシュアルハラスメントの内容

典型的な例

① 少人数の説明会において、労働者が求職者等の腰、胸等に触ったため、当該求職者等が苦痛に感じて
その求職活動等の意欲が低下していること。

② 企業が実施するインターンシップにおいて、労働者が求職者等に対して性的な冗談やからかいを意図
的かつ継続的に行ったため、当該求職者等が苦痛に感じてインターンシップ中の活動が手につかない
こと。

③ 企業が実施するインターンシップにおいて、性的な内容を含むポスターの掲示や画面の表示等を行っ
ているため、求職者等が苦痛に感じてインターンシップ中の活動が手につかないこと。

④ 面接中、面接官を務める労働者から性的な事実に関する質問を受け、求職者が苦痛に感じてその求職
活動の意欲が低下していること。

⑤ 求職者等が労働者への訪問を行った際、当該労働者に性的な関係を求められ、当該求職者等が苦痛に
感じてその求職活動等の意欲が低下していること。

⑥ インターンシップ中に労働者が求職者等を執拗に私的な食事に誘い、当該求職者等が苦痛に感じてそ
の求職活動等の意欲が低下していること。

※ 状況は多様であり、これらの例は限定列挙ではありません。

○ 求職者等に対するセクシュアルハラスメントは、異性に対するものだけではなく、同性に
対するものも該当します。

○ また、被害を受ける者の性的指向やジェンダーアイデンティティにかかわらず、「性的な
言動」であれば、求職者等に対するセクシュアルハラスメントに該当します。

● 採用内定者に関し、裁判例では、採用内定の法的性質は事案により異なるとしつつ、採用
内定通知のほかには労働契約締結のための特段の意思表示をすることが予定されていない事
案において、採用内定通知により、始期付きの解約権を留保した労働契約が成立するとして
います。このため、採用内定により労働契約が成立したと認められる場合には、採用内定者
については、セクシュアルハラスメントに関して事業主が講ずべき雇用管理上の措置（Ｐ23
以降参照）や事業主が行う、労働者からの相談への対応に協力したことを理由とする解雇そ
の他不利益取扱いの禁止の対象となるので、事業主が雇用管理上の措置を講ずるに当たって
は、事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等に
ついての指針（セクハラ防止指針）に則った対応を行う必要があります。

その際、特に採用内定者が学生である場合には、求職者等と同様に、入社に至るまでの期
間に、内定者向けの説明会、懇親会等への参加が必要になる場合があることや、大学のキャ
リアセンター等の相談窓口に対して相談を行う可能性があることなどが想定されるため、事
業主が求職活動等における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等に
ついての指針（求職者等セクハラ防止指針）の内容も参考にすることが望ましいです。

● また、採用内定により労働契約が成立したと認められる場合に当たらなければ、当然に当
該内定者は求職者等に該当することから、求職者等セクハラ防止指針に基づく措置を講ずる
必要があります。
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